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放射線に関する概念と単位 

実効線量 
(Sv) 

等価線量 
(Sv) 

線源(Bq) 
(体外・体内) 

吸収線量 

(Gy) 

Bq(ベクレル, 放射能)  
とは 放射線を出す能力 
崩壊する原子の数/秒 

吸収線量の生物に及ぼす効果を考慮した被ばく線量 
実効線量＝吸収線量(Gy) ×放射線荷重係数×組織荷重係数 

(被ばくの影響) 
時間：急性 vs. 慢性 
範囲：全身 vs. 局所 
部位：外部 vs. 内部 



症状重症度(程度) 
発生を防止 

発生確率(頻度) 
許容可能頻度に制限 

放射線による人体への影響 



* 『被爆者』 (爆心地２Km以内) ⇔ 『非被曝者』 (２ｋｍ以遠)を比較対照 
* 放射性降下物で内部被曝した人は調査対象外 (残留放射線を無視) 
* 1950年10月１日時点での生存者を調査対象とし、それ以前の死亡者は除外 
* 調査対象は1950年10月１日に広島・長崎両市に在住したものに限定 
  (爆心地近くの移住者や就職などで市外に在住した人を除外) 
* 調査対象は「１２万人：最大規模」と称しているが、２８万人以上いた原爆   
   健康手帳保持者の４分の１に過ぎない 
* 癌以外の障害の研究を軽視し、また遺伝的影響を否定 

ABCC―放影研の疫学研究での問題点 

がんの発生率 

放射線被ばく線量 

原爆被爆者
データ 

直
線
的 
に
仮
定 

政府見解 

100mSv以下は 

発がんは無い 

                ICRP103勧告(2007) 
・がん発症リスクは被曝線量1Svにつき5.5％⇑ 
・１mSv/人 被曝するとがんの確率は0.0055%⇑ 
・１億人が１mSv被曝⇒総被曝線量は10万Sv 
    ⇒ 5500人が過剰発がん 
    ⇒ 10mSvでは5.5万人 
    ⇒ 20mSvでは11万人 



①医療被曝と公衆被曝の限度は全く別問題 
②現在の放射線防護体系は原子力政策のために作られた、非科学的な物語である 
③ ICRPとIAEAの癒着の協定(WHA 12-40)を締結(1959年) 



放射線感受性に関する(Bergonie-Tribondeau の法則) 
     ・細胞分裂が盛んなもの 
     ・増殖力、再生能力が旺盛なもの 
     ・形態及び機能の未分化なもの 



放射線管理区域の境界は年間約5.2mSvであり、 
現在は国が労働基準法や医療法違反をしている事態 

1mSv/年 = 1年かけて全身の細胞のDNAに平均1本の放射線が通る 



原発事故前(2010)の論文で、10mSv毎に発がんリスクは3％増加 



Lancet論文で、50mSvで脳腫瘍と白血病が3倍となる報告 



若年者への低線量CT検査 
発がんリスク増大 

BMJ誌オンライン版2013年5月22日号  
Mathews JD et al. Cancer risk in 680 000 people exposed to computed tomography scans in childhood 
or adolescence: data linkage study of 11 million Australians. BMJ. 2013 May 22;346:f2360. 

 発がんの比率:24％上昇、 
 検査年齢が若いほど高いリスク 
 
オーストラリア・メルボルン大学のJohn D Mathews氏らのが、 
低線量のCTスキャン（1臓器当たり5～50mGy）の発がんリスクを調査 
 
英国でCT検査を受けた18万人の若年者を検討。線量の増加に伴って白血病や脳腫
瘍のリスクが増大。6万674件の発がんが同定され、そのうち3,150件がCT検査を受け
たコホート（68万211人）に属していた。CT検査後の平均追跡期間は9.5年だった。 
 
CT検査を受けたコホートにおける過剰な発がん数は608件（脳腫瘍147件、他の固形
がん356件、白血病または骨髄異形成症48件、他のリンパ系腫瘍57件）で、2007年
12月31日現在、すべてのがんを合わせた過剰発現率（EIR）の絶対値は10万人年当
たり9.38であった。1回の検査当たりの実効線量は4.5mSvだった。 

公開日：2013/06/03 

http://pmc.carenet.com/?pmid=23694687&keiro=journal
http://pmc.carenet.com/?pmid=23694687&keiro=journal








◎1987-2004の比較 
   小児の新生物または腫瘍は8倍以上増加 
   小児の行動障害及び精神障害はおよそ2倍 
   小児の泌尿器系、生殖器系の罹患率はほぼ7倍 
   先天性異常はおよそ5倍 
◎ウクライナで毎年2000人を超える新生児が心臓異常、もしくは胸部異常で死亡 
◎ベラルーシ。甲状腺がんの発症が80倍という報告 
◎汚染区域の女児。8～12歳。79.7 ％が骨線維症。 
◎内分泌系疾病は汚染被害を受けた子供は国全体の3倍の発生 
◎汚染地域に住み続けている子供の血液系統の疾病は他地域の2倍～3倍 



ウクライナ政府（緊急事態省）報告書  
『チェルノブイリ事故から25年 “Safety for the Future”』より  

（2011年4月20－22日、チェルノブイリ25周年国際科学会議資料）  

甲状腺癌発生率 

2009年のデータでは事故後に生まれた子どもの78％が慢性疾患に苦しんでいる 

ＩＡＥＡは１９９６年になってようやく 

甲状腺がんを放射線の影響と認めた 



チェルノブイリ事故(1976年4月) 25年後 
ジャネット・シェルマン博士が報告(2011.3.5.) 
IAEAでは4000人死亡としているが、真実を語っていないと批判 
1986-2004年の期間に医学データをもとに 98.5万人が死亡と報告 
その他に奇形・知的障害が多発 

『チェルノブイリ大惨事が人々と環境に及ぼした影響』 
ニューヨーク科学アカデミー  2010年10月刊 

英訳本の編集にかかわった 
ジャネット・シャーマン 

岩波書店 2013年4月26日刊 





毎日200mlの牛乳を摂取すれば、1年後は1400Bqで推移する 
20Kgの子供では70Bq/Kgとなり、90%が心電図異常をきたす可能性あり 



・原子炉の保守・点検・修理・燃料棒の交換 
・大気中核実験 
・放射性廃棄物処分の費用、原子力施設の老朽化・廃炉 
・兵器製造工場の廃止措置 
・残留汚染を低レベルに抑えるのに費用がかさむ 
 出費を減らすために、しきい値があると主張 

・核施設周辺地域の白血病発生(セラフィールド) 
・チェルノブイリの子供達 
・核実験放射性降下物によるがん(ビキニ環礁) 
・劣化ウランに被曝した湾岸戦争帰還兵 
・イラクの子供達 
・「トロトラスト=トリウム」による肝癌 

ICRP & IAEA の立場(原子力推進派) 

ECRRの立場 

急性被ばくモデル 

外部被ばくのみ 

慢性被ばくも考慮 

内部被ばくも考慮 

臓器平均化への批判 

30代社員678mSv (外部被曝= 88mSv, 内部被曝=590mSv) 
40代社員643mSv (外部被曝=103mSv, 内部被曝=540mSv) 
20代社員335mSv (外部被曝= 35mSv, 内部被曝=300mSv) 

2011年3月 
東電社員の 
被曝線量 

50年間の予測 
過剰発がん者 
➔(ICRP) 6,158人 
➔(ECRR) 42万人 





①ｾｼｳﾑ-137は体外からの被曝線量の測定値の2倍の被曝となる 
②局所線量を全身化換算する内部被曝の線量評価は間違っている 





※ チェルノブイリの5mSvは外部被曝3mSv+内部被曝2mSvとして計算 



Packing材質の耐容年数5年間⇒放射線による劣化で耐用期間の短縮 

Sr-90(法定基準30Bq/L)等のβ核種が8000万Bq/L検出 

オンタリオ湖におけるPCBの 
生物濃縮は2500万倍であった 



  超音波ｽｸﾘｰﾆﾝｸﾞ検査の問題 
★ 検査技師が行なっているが、専門医のﾘｱﾙﾀｲﾑの検査が必要 
★ 結節とのう胞のみにで評価しており、他の所見は把握していない 
★ 画像を被験者に渡さないため、長期的な画像の比較ができない 
★ 採血によるT3, T4, TSH 等の機能異常のチェックはなし 

            甲状腺検査の目的←(アリバイ工作的対応) 
☆ 子供(18歳まで)の甲状腺の結節の有無を超音波で検査(ｽｸﾘｰﾆﾝｸﾞ) 
☆ 保護者の不安の解消 
☆ 現時点での甲状腺の状態を把握し、今後長期にわたる甲状腺がん   
    の増加が無いことを確認するための調査である 
  (健康管理センターの基本的な姿勢は発癌はないと考えている) 

その他として、甲状腺以外の検査をしていない 
☆ 身長、血液検査、心電図 などが必要 
☆ 白血病、心疾患、その他の非がん疾患 



超音波検査の画像を被験者に渡すことと、長期間の保存義務が必要 



「2. 現行の避難政策・健康管理政策の問題点と施策のあり方」 

(3) 福島県の健康管理調査結果をどう見るか) 

私見として、まだ判断できる段階ではない 

甲状腺検査（216,809人）によるがん発見43例 
 第12回「県民健康管理調査」検討委員会（平成25年8月20日）  

18歳以下のデータの不足 
不備な日本のがん登録 
生活環境や民族的差異は? 

潜在癌的要素 

診断学の精度向上 

癌の倍加時間の問題 

統計的に有意差あり 

標本の染色体検査へ 

未知の理由? 

スクリーニング 

効果説            

甲状腺がん 

多発説 

事故後１年間の甲状腺推定等価線量(WHO報告)  
浪江町１歳児 : 100～200mSv 

(外部被曝30％、吸引50％、摂 取20％) 

確率的影響は 

線量依存性 

発生頻度・発生期間 



機能異常: 内科医(投薬) 
画像診断: 放射線診断医 
内用療法: 放射線治療医 
手術療法: 頭頸部外科医 
              内分泌外科医 

 甲状腺がん治療のポイント 
* 連続臓器としての切除技術 
* 頸部廓清の技術 
* 半回神経の処理(嗄声) 
* 残存病巣への I-131内用療法 

  学会専門医の認定規定 (2008年4月) 
★ 会員歴が5年以上 
★ 甲状腺に関する論文か学会発表が合計3編以上 
★ 甲状腺疾患20症例を経験 



* 情報隠蔽はしないこと。核種の種類と線量の公開 
 『頑張ろう、日本 !』と100万回叫ぶより、真実を一度語れ ! 

* 原発事故収束に向けた作業員数の確保と被曝線量の管理(全線質) 
* 移住する ⇒ 土地・家屋の買上と支援金の給付により新天地へ 
     国有地として汚染物質の最終処分場とする  
* 移住しない ⇒ 住民の被ばく線量の把握 
  (環境汚染軽減)      個人線量計(ガラスバッジ)の配布 
            ランダム抽出による内部被曝線量の測定 
            排泄物、髪毛、等のバイオアッセイによる内部被曝線量測定 

     食物摂取による内部被曝線量の検討暫定規制値見直し 

* がん登録の体制を確立する(福島県はがん登録未実施) 

放射線の低線量被ばくによる健康被害はなお不明な点が多く定説はない。 
科学的に分析できるデータ収集の体制が必要である⇒放射性物質との闘いの時代 
α線・β線も測定できる体制を構築し、実測値を基にした科学的な分析が必要 
(内部被曝も考慮した健康被害の分析が必要である), (ウランの埋蔵量は約100年) 
放射線測定器を医療機器 (薬事法)⇒精度管理し、被曝量の測定は保険診療へ 

今後の対策 (2011年３月末時点に報告した内容) 



1.全国の医療機関で無料検査を受ける権利をで証明する【被曝検査   
 健康手帳】(仮称)の配布すること 
2.全国の医療機関に対して本検査の診療報酬の扱いについて統一す  
 ること 
3.甲状腺エコー検診では、画像データを本人または保護者に渡すこと 
4.被曝検査の画像を含めた資料は今後50年間保存義務とすること 
5.放射線の人体影響を科学的・医学的に分析し解明する調査・研究体 
 制を構築すること。ホールボディカウンタや尿検査によるγ線の測定 
 とともに、α線やβ線も計測できる体制を整備すること 
6.被曝線量が高かった人(555KBq/m2)に関しては、本人の要請があれ 
 ば、染色体検査ができるようにすること 
7.当面の対策としてウクライナの基準に準じた移住措置を行う事 

要望書 
内閣総理大臣・復興大臣・環境大臣・厚生労働大臣 様 
                         2013年2月1日 


